
採択大学：東京農工大学（強化を図る機能：①、②、③）

連携大学：電気通信大学、東京外国語大学 参画大学：クイーンズランド大学、ハワイ大学マノア校
取組内容の概要

地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（ ）J-PEAKS

取組の題目：西東京三大学から世界へ展開する食とエネルギーのサステイナブルイノベーション

解決する課題（伸び代）
「国際的求心力」

【課題を解決するための戦略】
 海外事業戦略: 提案大学と志を同じとする大学群、企業群、政府、民間組織と連合体を
組成し、互いに有効な役割分担・役割連結を進めて、研究開発投資効果を最大化する
新しいフレームワークを構築し、世界各地へ実装する。

 国内事業戦略: 人材育成や経営改革を進め海外事業の源泉となる基礎研究力を強化する。

【本事業で強化するポイント】
 国際共同研究で得た成果（論文、特許など）をもとにした海外資金の獲得力
 研究成果の国際社会実装を支える基礎研究力
 国際社会実装および文理融合研究を牽引できる多様な人材の確保と育成

【課題を解決するための計画】
 海外大学を参画機関とし、提案大学の
ブランチラボである「TUAT Lab.」を設置する。

 産学官連合体を牽引し、「食」と「エネルギー」に
関する研究成果の国際社会実装を推進する。

「3つの基盤の持続性」による
サステイナブル社会の実現

三大学の強みを活かした総合知で
国際イノベーションを起こす取組を推進

暮らしの基盤：
「エネルギーの持続性」 社会的共同・互恵的関係性の基盤：

「信頼の持続性」

生命の基盤：
「食と健康の持続性」

先進基礎科学技術の統合と実践により「先進エネ
ルギー技術」の創造と構築を進め、「食」に先行して
グローバルサウスにおける国際社会実装を図り、
イノベーションを加速

「農工融合学」を基盤とした「総合知」で
国際的社会課題を解決

共創進化型自立分散エネルギー・ネットワーク
共創拠点（施設整備事業）

【東京農工大学（提案大学）の「研究力が向上した10年後の大学ビジョン」】
 人文社会科学系と自然科学系の大学が連携した「総合知」により国際的社会課題を解決できる国立大学群を牽引する旗艦大学へと成長する。
 世界未来像を実現するために、提案大学と国内・海外連携大学の「知」を集め、世界の「産」へと展開できる世界最高水準の研究卓越性と
イノベーションエコシステムを兼備し、海外有力大学と比肩するための研究力を強化する。

 「産学連携で得た資金を基礎研究に還流させることで研究力を強化、さらには教育の充実と質向上へとつなげる」経営方法を確立する。

三大学の国際的展開に対して、人文社会研究の
強みと知識・経験を活かし、海外諸地域での
事業開発・展開の機会開拓に貢献

食とエネルギーの
西東京国際イノベーション共創拠点

（施設整備事業）



出資 リターン、連携出資 リターン

大学発スタートアップ

実施体制

地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（ ）J-PEAKS

ディープテック産業開発機構
（国内事業担当）

学長
（事業最高責任者）

グローバルイノベーション研究院
（海外事業担当）

教学統括副学長
（事業統括責任者）

西東京三大学共同サステイナビリ
ティ国際社会実装研究センター

（三大学連携担当）国際共同研究チームCOI-NEXT本格
型などの主要事業

支援研究者

国内省庁、海外政府機関、国際機関
協力・連携

農工大100%出資コン
サルティング会社(新設)

学際研究共創センター共創進化スマート社会実現
推進機構

クイーンズランド大学、
ハワイ大学マノア校

民間企業・組織

西東京三大学共同サステイナビリ
ティ国際社会実装研究機構
（三大学連携統括）

学長・経営陣 学長・経営陣

海外大学・民間企業

サステイナビリティサイエンス
研究センター（新設）

三大学共同 戦略立案オフィス
（URAセンター）（新設）

連携

研究成果の
社会実装

協業

出資・リターン

連携
共同運営

連携

共同
運営

共同
運営

事業
共同運営

事業
共同運営

連携

TUATファンド

スタートアップ
事業創出・推進

出資 リターン
ジョイントベンチャー構築

出資・リターン



取組内容の時系列イメージ

地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（ ）J-PEAKS

暮らしの基盤：
「エネルギーの持続性」

社会的共同・互恵的関係性
の基盤：「信頼の持続性」

生命の基盤：
「食と健康の持続性」

国際的研究・
産学連携拠点

Top10%論文数

外部資金収入

スタートアップ、
新産業創出

国際社会への
インパクトある発信

社会変革を起こし
全地球規模の

人類の幸福に貢献

現在 10年後さらにその先へ

目指す
世界未来像/大学ビジョン

5年後

政策提言

グローバル
アジェンダ提言

ユニコーン企業の輩出

西東京から世界へ展開するフェーズ 世界を動かす大学群へと成長するフェーズ

マイルストーンの達成
基礎研究力の強化

国際事業開発
（豪州、ハワイから世界展開）

多様な人材育成・確保

スマート社会の実現

世界との信頼関係構築

先進エネルギー技術開発

環境と調和した農業、
食料・エネルギー生産

産官学連合体の形成

新たな強み
特色の獲得

研究力の継続的強化
新しい学術領域の創生

西東京三大学の基盤

国内省庁、民間企業、
スタートアップ、大学との協業

国連・FAO・IEA・
ICAOなど海外機関

国際競争力の強化

大学ホールディングス
の構築

文理協働の学術推進

アウトカム
指標

A

B

C

D

E

F

G

H

I

J

K

L

M

世界の社会課題を解決する
先進技術の開発、
グローバル人材の輩出

「総合知」で国際社会課題を解
決できる国立大学群

世界最高水準の研究卓越性
とイノベーションエコシステム



アウトプット・アウトカム指標（ビジョン実現に向けた取組の進捗管理や、中間評価・最終評価を行うためのツールの1つ）

地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（ ）J-PEAKS

機能 アウトカム指標Ⓐ 申請時点 ５年後 10年後

①②
③

重点研究分野（食料、エネルギー、
ライフサイエンス、環境）に関する海
外拠点および国内産学連携拠点数

1 3 5（3拠点以上）

機能 アウトプット指標 申請時点 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 10年後

①②
③

海外での研究成果の社会実装と海
外拠点形成の状況

タイにリエゾ
ンオフィスが
1箇所

豪州および
ハワイに
TUAT 
Lab.を開
設する

TUAT 
Lab.での
研究成果
を海外現
地で実装
する

社会実装
から発展し
て、ビジネ
スとして成
立させ、収
入を得る

ビジネスと
して安定さ
せ、収益を
得る

収益を拡
大し、その
資金で他
地域へ水
平展開
開始する

水平展開し
た地域に
TUAT Lab.
を増設し、
社会実装フ
レームワーク
を応用展開
する

②③ 西東京国際ネットワークシステムの構
築・運用の状況

各大学個
別による産
学連携・海
外展開戦
略の実施

戦略立案
オフィスの
設立

研究シー
ズのパッ
ケージ化・
戦略的営
業開始

企業との
大型研究
加速

社会実装
化加速

海外展開
加速

システムの成
功（安定
稼働による
知と人材と
資金の好循
環実現）

①②
③

支援人材の一元管理（連携・共有
化等）の推進状況

各大学個
別での支援
人材登用・
育成

文理融合
研究を促
進するＵ
ＲＡ等の
増強戦略
の検討

ＵＲＡ等
公募・増
員の実施、
三大学で
の連携ス
キームの
構築

ＵＲＡ等
連携による
プロジェクト
発動

ＵＲＡ連
携によるプ
ロジェクト
の成果獲
得

ＵＲＡ伴
走支援に
よる国際
展開、社
会実装の
新たな展
開加速

三大学によ
るＵＲＡ連
携モデルの
確立（優
秀な人材の
安定確保と
キャリアパス
確立）

※本指標は令和６年11月時点のもの



アウトプット・アウトカム指標（ビジョン実現に向けた取組の進捗管理や、中間評価・最終評価を行うためのツールの1つ）

地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（ ）J-PEAKS ※本指標は令和６年11月時点のもの

機能 アウトカム指標Ⓑ 申請時点 ５年後 10年後

① 教員一人当たりTop10%論文数の増加
率（令和4年度比） 1倍 1.5倍 2倍

機能 アウトプット指標 申請時点 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 10年後

①②
③

海外での研究成果の社会実装と海外拠
点形成の状況

タイにリエ
ゾンオフィ
スが1箇
所

豪州およ
びハワイに
TUAT 
Lab.を開
設する

TUAT 
Lab.での
研究成果
を海外現
地で実装
する

社会実装
から発展
して、ビジ
ネスとして
成立させ、
収入を得
る

ビジネスと
して安定
させ、収
益を得る

収益を拡
大し、その
資金で他
地域へ水
平展開
開始する

水平展開
した地域
にTUAT 
Lab.を増
設し、社
会実装フ
レームワー
クを応用
展開する

②③ 西東京国際ネットワークシステムの構築・
運用の状況

各大学個
別による
産学連
携・海外
展開戦略
の実施

戦略立案
オフィスの
設立

研究シー
ズのパッ
ケージ化・
戦略的営
業開始

企業との
大型研究
加速

社会実装
化加速

海外展開
加速

システムの
成功（安
定稼働に
よる知と
人材と資
金の好循
環実現）

①②
③

支援人材の一元管理（連携・共有化
等）の推進状況

各大学個
別での支
援人材登
用・育成

文理融合
研究を促
進するＵ
ＲＡ等の
増強戦略
の検討

ＵＲＡ等
公募・増
員の実施、
三大学で
の連携ス
キームの
構築

ＵＲＡ等
連携によ
るプロジェ
クト発動

ＵＲＡ連
携によるプ
ロジェクト
の成果獲
得

ＵＲＡ伴
走支援に
よる国際
展開、社
会実装の
新たな展
開加速

三大学に
よるＵＲ
Ａ連携モ
デルの確
立（優秀
な人材の
安定確保
とキャリア
パス確
立）



地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（ ）J-PEAKS ※本指標は令和６年11月時点のもの

機能 アウトカム指標Ⓒ 申請時点 ５年後 10年後

①②
③

民間企業等からの共同研究費受入額・
事業収入額等(令和4年度比） 10億円 15億円 21億円以上（210％増）

機能 アウトプット指標 申請時点 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 10年後

①②
③

海外での研究成果の社会実装と海外拠
点形成の状況

タイにリエ
ゾンオフィ
スが1箇
所

豪州およ
びハワイに
TUAT 

Lab.を開
設する

TUAT 
Lab.での
研究成果
を海外現
地で実装
する

社会実装
から発展
して、ビジ
ネスとして
成立させ、
収入を得
る

ビジネスと
して安定
させ、収
益を得る

収益を拡
大し、その
資金で他
地域へ水
平展開
開始する

水平展開
した地域
にTUAT 
Lab.を増
設し、社
会実装フ
レームワー
クを応用
展開する

①②
③

西東京国際イノベーション共創拠点の構
築と本事業との相乗効果

施設整備
事業の着
工準備

拠点構築
（建屋の
竣工）と
「食とエネ
ルギー」分
野のスター
トアップ入
居者の誘
致

本事業の
海外事業
からの
フィード
バックに基
づく、拠点
での共同
研究への
展開

拠点に入
居するス
タートアッ
プとともに
新しい海
外プロジェ
クトへの挑
戦

拠点に入
居するス
タートアッ
プの新陳
代謝が加
速する

拠点での
活動によ
り収益を
拠点構築
時から1.5
倍にする

拠点形成
に拠出し
た自己資
金を回収
し、新たな
拠点形成
に着手す
る

②③ 西東京国際ネットワークシステムの構築・
運用の状況

各大学個
別による
産学連
携・海外
展開戦略
の実施

戦略立案
オフィスの
設立

研究シー
ズのパッ
ケージ化・
戦略的営
業開始

企業との
大型研究
加速

社会実装
化加速

海外展開
加速

システムの
成功（安
定稼働に
よる知と
人材と資
金の好循
環実現）

アウトプット・アウトカム指標（ビジョン実現に向けた取組の進捗管理や、中間評価・最終評価を行うためのツールの1つ）



地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（ ）J-PEAKS ※本指標は令和６年11月時点のもの

アウトプット・アウトカム指標（ビジョン実現に向けた取組の進捗管理や、中間評価・最終評価を行うためのツールの1つ）

機能 アウトカム指標Ⓓ 申請時点 ５年後 10年後

①②
③

大学発スタートアップに対する民間からの投
資の受け入れ額 4.8億円 15億円 50億円

機能 アウトプット指標 申請時点 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 10年後

①②
③

海外での研究成果の社会実装と海外拠
点形成の状況

タイにリエ
ゾンオフィ
スが1箇
所

豪州およ
びハワイに
TUAT 
Lab.を開
設する

TUAT 
Lab.での
研究成果
を海外現
地で実装
する

社会実装
から発展
して、ビジ
ネスとして
成立させ、
収入を得
る

ビジネスと
して安定
させ、収
益を得る

収益を拡
大し、その
資金で他
地域へ水
平展開
開始する

水平展開
した地域
にTUAT 
Lab.を増
設し、社
会実装フ
レームワー
クを応用
展開する

①②
③

西東京国際イノベーション共創拠点の構
築と本事業との相乗効果

施設整備
事業の着
工準備

拠点構築
（建屋の
竣工）と
「食とエネ
ルギー」分
野のスター
トアップ入
居者の誘
致

本事業の
海外事業
からの
フィード
バックに基
づく、拠点
での共同
研究への
展開

拠点に入
居するス
タートアッ
プとともに
新しい海
外プロジェ
クトへの挑
戦

拠点に入
居するス
タートアッ
プの新陳
代謝が加
速する

拠点での
活動によ
り収益を
拠点構築
時から1.5
倍にする

拠点形成
に拠出し
た自己資
金を回収
し、新たな
拠点形成
に着手す
る

②③ 西東京国際ネットワークシステムの構築・
運用の状況

各大学個
別による
産学連
携・海外
展開戦略
の実施

戦略立案
オフィスの
設立

研究シー
ズのパッ
ケージ化・
戦略的営
業開始

企業との
大型研究
加速

社会実装
化加速

海外展開
加速

システムの
成功（安
定稼働に
よる知と
人材と資
金の好循
環実現）



地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（ ）J-PEAKS ※本指標は令和６年11月時点のもの

機能 アウトカム指標Ⓔ 申請時点 ５年後 10年後

①②
③

国際共同研究や海外事業における合計
収入 0.4億円 0.8億円 1億円以上

機能 アウトプット指標 申請時点 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 10年後

①②
③

海外での研究成果の社会実装と海外拠
点形成の状況

タイにリエ
ゾンオフィ
スが1箇
所

豪州およ
びハワイに
TUAT 
Lab.を開
設する

TUAT 
Lab.での
研究成果
を海外現
地で実装
する

社会実装
から発展
して、ビジ
ネスとして
成立させ、
収入を得
る

ビジネスと
して安定
させ、収
益を得る

収益を拡
大し、その
資金で他
地域へ水
平展開
開始する

水平展開
した地域
にTUAT 
Lab.を増
設し、社
会実装フ
レームワー
クを応用
展開する

①②
③

西東京国際イノベーション共創拠点の構
築と本事業との相乗効果

施設整備
事業の着
工準備

拠点構築
（建屋の
竣工）と
「食とエネ
ルギー」分
野のスター
トアップ入
居者の誘
致

本事業の
海外事業
からの
フィード
バックに基
づく、拠点
での共同
研究への
展開

拠点に入
居するス
タートアッ
プとともに
新しい海
外プロジェ
クトへの挑
戦

拠点に入
居するス
タートアッ
プの新陳
代謝が加
速する

拠点での
活動によ
り収益を
拠点構築
時から1.5
倍にする

拠点形成
に拠出し
た自己資
金を回収
し、新たな
拠点形成
に着手す
る

②③ 西東京国際ネットワークシステムの構築・
運用の状況

各大学個
別による
産学連
携・海外
展開戦略
の実施

戦略立案
オフィスの
設立

研究シー
ズのパッ
ケージ化・
戦略的営
業開始

企業との
大型研究
加速

社会実装
化加速

海外展開
加速

システムの
成功（安
定稼働に
よる知と
人材と資
金の好循
環実現）

アウトプット・アウトカム指標（ビジョン実現に向けた取組の進捗管理や、中間評価・最終評価を行うためのツールの1つ）



地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（ ）J-PEAKS ※本指標は令和６年11月時点のもの

アウトプット・アウトカム指標（ビジョン実現に向けた取組の進捗管理や、中間評価・最終評価を行うためのツールの1つ）

機能 アウトカム指標Ⓕ 申請時点 ５年後 10年後

①②
③

新たな国際的研究拠点及び産学連携拠
点を２拠点以上形成する 0 1 2

機能 アウトプット指標 申請時点 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 10年後

①②
③

共創進化型エネルギーネットワークの構築
状況

施設整備
事業の着
工準備

実証研究
環境の構
築（建屋
の竣工）

実証研究
環境への
実装（本
事業での
重点投
資）

自治体及
びグローバ
ルサウスへ
の実装計
画立案

自治体及
びグローバ
ルサウスへ
の実装と
評価

他地点へ
の展開
（Ｒ＆Ｄ
サイクル確
立）

地点間統
合による
ネットワー
クプロトコ
ルの標準
化

②③ 西東京国際ネットワークシステムの構築・
運用の状況

各大学個
別による
産学連
携・海外
展開戦略
の実施

戦略立案
オフィスの
設立

研究シー
ズのパッ
ケージ化・
戦略的営
業開始

企業との
大型研究
加速

社会実装
化加速

海外展開
加速

システムの
成功（安
定稼働に
よる知と
人材と資
金の好循
環実現）

①②
③

支援人材の一元管理（連携・共有化
等）の推進状況

各大学個
別での支
援人材登
用・育成

文理融合
研究を促
進するＵ
ＲＡ等の
増強戦略
の検討

ＵＲＡ等
公募・増
員の実施、
三大学で
の連携ス
キームの
構築

ＵＲＡ等
連携によ
るプロジェ
クト発動

ＵＲＡ連
携によるプ
ロジェクト
の成果獲
得

ＵＲＡ伴
走支援に
よる国際
展開、社
会実装の
新たな展
開加速

三大学に
よるＵＲ
Ａ連携モ
デルの確
立（優秀
な人材の
安定確保
とキャリア
パス確
立）



地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（ ）J-PEAKS ※本指標は令和６年11月時点のもの

機能 アウトカム指標Ⓖ 申請時点 ５年後 10年後

① 教員一人あたりのＴｏｐ10％論文数増
加率（令和4年度比） 1倍 1.25倍 1.5倍

機能 アウトプット指標 申請時点 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 10年後

①②
③

共創進化型エネルギーネットワークの構築
状況

施設整備
事業の着
工準備

実証研究
環境の構
築（建屋
の竣工）

実証研究
環境への
実装（本
事業での
重点投
資）

自治体及
びグローバ
ルサウスへ
の実装計
画立案

自治体及
びグローバ
ルサウスへ
の実装と
評価

他地点へ
の展開
（Ｒ＆Ｄ
サイクル確
立）

地点間統
合による
ネットワー
クプロトコ
ルの標準
化

②③ 西東京国際ネットワークシステムの構築・
運用の状況

各大学個
別による
産学連
携・海外
展開戦略
の実施

戦略立案
オフィスの
設立

研究シー
ズのパッ
ケージ化・
戦略的営
業開始

企業との
大型研究
加速

社会実装
化加速

海外展開
加速

システムの
成功（安
定稼働に
よる知と
人材と資
金の好循
環実現）

①②
③

支援人材の一元管理（連携・共有化
等）の推進状況

各大学個
別での支
援人材登
用・育成

文理融合
研究を促
進するＵ
ＲＡ等の
増強戦略
の検討

ＵＲＡ等
公募・増
員の実施、
三大学で
の連携ス
キームの
構築

ＵＲＡ等
連携によ
るプロジェ
クト発動

ＵＲＡ連
携によるプ
ロジェクト
の成果獲
得

ＵＲＡ伴
走支援に
よる国際
展開、社
会実装の
新たな展
開加速

三大学に
よるＵＲ
Ａ連携モ
デルの確
立（優秀
な人材の
安定確保
とキャリア
パス確
立）

アウトプット・アウトカム指標（ビジョン実現に向けた取組の進捗管理や、中間評価・最終評価を行うためのツールの1つ）



地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（ ）J-PEAKS ※本指標は令和６年11月時点のもの

アウトプット・アウトカム指標（ビジョン実現に向けた取組の進捗管理や、中間評価・最終評価を行うためのツールの1つ）

機能 アウトカム指標Ⓗ 申請時点 ５年後 10年後

②③ 民間等からの共同研究収入を対令和4年
度比倍増の8億円超とする 4億円 6億円 8億円超

機能 アウトプット指標 申請時点 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 10年後

①②
③

共創進化型エネルギーネットワークの構築
状況

施設整備
事業の着
工準備

実証研究
環境の構
築（建屋
の竣工）

実証研究
環境への
実装（本
事業での
重点投
資）

自治体及
びグローバ
ルサウスへ
の実装計
画立案

自治体及
びグローバ
ルサウスへ
の実装と
評価

他地点へ
の展開
（Ｒ＆Ｄ
サイクル確
立）

地点間統
合による
ネットワー
クプロトコ
ルの標準
化

②③ 西東京国際ネットワークシステムの構築・
運用の状況

各大学個
別による
産学連
携・海外
展開戦略
の実施

戦略立案
オフィスの
設立

研究シー
ズのパッ
ケージ化・
戦略的営
業開始

企業との
大型研究
加速

社会実装
化加速

海外展開
加速

システムの
成功（安
定稼働に
よる知と
人材と資
金の好循
環実現）

①②
③

支援人材の一元管理（連携・共有化
等）の推進状況

各大学個
別での支
援人材登
用・育成

文理融合
研究を促
進するＵ
ＲＡ等の
増強戦略
の検討

ＵＲＡ等
公募・増
員の実施、
三大学で
の連携ス
キームの
構築

ＵＲＡ等
連携によ
るプロジェ
クト発動

ＵＲＡ連
携によるプ
ロジェクト
の成果獲
得

ＵＲＡ伴
走支援に
よる国際
展開、社
会実装の
新たな展
開加速

三大学に
よるＵＲ
Ａ連携モ
デルの確
立（優秀
な人材の
安定確保
とキャリア
パス確
立）



地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（ ）J-PEAKS ※本指標は令和６年11月時点のもの

機能 アウトカム指標Ⓘ 申請時点 ５年後 10年後

②③ 大学発スタートアップ創出数を令和4年度
比倍増の70社とする 35社 47社 70社

機能 アウトプット指標 申請時点 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 10年後

①②
③

共創進化型エネルギーネットワークの構築
状況

施設整備
事業の着
工準備

実証研究
環境の構
築（建屋
の竣工）

実証研究
環境への
実装（本
事業での
重点投
資）

自治体及
びグローバ
ルサウスへ
の実装計
画立案

自治体及
びグローバ
ルサウスへ
の実装と
評価

他地点へ
の展開
（Ｒ＆Ｄ
サイクル確
立）

地点間統
合による
ネットワー
クプロトコ
ルの標準
化

②③ 西東京国際ネットワークシステムの構築・
運用の状況

各大学個
別による
産学連
携・海外
展開戦略
の実施

戦略立案
オフィスの
設立

研究シー
ズのパッ
ケージ化・
戦略的営
業開始

企業との
大型研究
加速

社会実装
化加速

海外展開
加速

システムの
成功（安
定稼働に
よる知と
人材と資
金の好循
環実現）

①②
③

支援人材の一元管理（連携・共有化
等）の推進状況

各大学個
別での支
援人材登
用・育成

文理融合
研究を促
進するＵ
ＲＡ等の
増強戦略
の検討

ＵＲＡ等
公募・増
員の実施、
三大学で
の連携ス
キームの
構築

ＵＲＡ等
連携によ
るプロジェ
クト発動

ＵＲＡ連
携によるプ
ロジェクト
の成果獲
得

ＵＲＡ伴
走支援に
よる国際
展開、社
会実装の
新たな展
開加速

三大学に
よるＵＲ
Ａ連携モ
デルの確
立（優秀
な人材の
安定確保
とキャリア
パス確
立）

アウトプット・アウトカム指標（ビジョン実現に向けた取組の進捗管理や、中間評価・最終評価を行うためのツールの1つ）



地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（ ）J-PEAKS ※本指標は令和６年11月時点のもの

アウトプット・アウトカム指標（ビジョン実現に向けた取組の進捗管理や、中間評価・最終評価を行うためのツールの1つ）

機能 アウトカム指標Ⓙ 申請時点 ５年後 10年後

①②
今後10年間の年当り国際連携プロジェク
ト数を平成30〜令和4年度平均の3倍以
上とする

3 6 9

機能 アウトプット指標 申請時点 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 10年後

①②
③

共創進化型エネルギーネットワークの構築
状況

施設整備
事業の着
工準備

実証研究
環境の構
築（建屋
の竣工）

実証研究
環境への
実装（本
事業での
重点投
資）

自治体及
びグローバ
ルサウスへ
の実装計
画立案

自治体及
びグローバ
ルサウスへ
の実装と
評価

他地点へ
の展開
（Ｒ＆Ｄ
サイクル確
立）

地点間統
合による
ネットワー
クプロトコ
ルの標準
化

②③ 西東京国際ネットワークシステムの構築・
運用の状況

各大学個
別による
産学連
携・海外
展開戦略
の実施

戦略立案
オフィスの
設立

研究シー
ズのパッ
ケージ化・
戦略的営
業開始

企業との
大型研究
加速

社会実装
化加速

海外展開
加速

システムの
成功（安
定稼働に
よる知と
人材と資
金の好循
環実現）

①②
③

支援人材の一元管理（連携・共有化
等）の推進状況

各大学個
別での支
援人材登
用・育成

文理融合
研究を促
進するＵ
ＲＡ等の
増強戦略
の検討

ＵＲＡ等
公募・増
員の実施、
三大学で
の連携ス
キームの
構築

ＵＲＡ等
連携によ
るプロジェ
クト発動

ＵＲＡ連
携によるプ
ロジェクト
の成果獲
得

ＵＲＡ伴
走支援に
よる国際
展開、社
会実装の
新たな展
開加速

三大学に
よるＵＲ
Ａ連携モ
デルの確
立（優秀
な人材の
安定確保
とキャリア
パス確
立）



地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（ ）J-PEAKS ※本指標は令和６年11月時点のもの

機能 アウトカム指標Ⓚ 申請時点 ５年後 10年後

①
審査などにより選別され公刊された研
究業績数（教員一人あたり）を、令
和4年度比で20%以上増加させる

0.8 0.9 1

機能 アウトプット指標 申請時点 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 10年後

②③ 学際研究共創センター（TReND）の
機能強化

TReNDの
機能強化
構想の検
討

TReND
に新たな2
部門を設
置し、教
員配置な
どの体制
を整備す
る

自然科学系
大学と協働
し、人文社
会系大学の
文化に適し
たURAの1
名雇用

三大学の
協働で、
産学連携
の共同研
究事業を
新規開始

URAをさ
らに1名追
加雇用
（2名体
制完備）
し、新たな
プロジェク
トを発動

企業等と
の共同研
究で外部
資金を得
るスキーム
をTReND
内に確立

産学連携
のためのマ
インドセッ
トやノウハ
ウが全学
的に普及
する

②③ 西東京国際ネットワークシステムの構
築・運用の状況

各大学個
別による産
学連携・海
外展開戦
略の実施

戦略立案
オフィスの
設立

研究シーズ
のパッケージ
化・戦略的
営業開始

企業との
大型研究
加速

社会実装
化加速

海外展開
加速

システムの
成功（安
定稼働に
よる知と
人材と資
金の好循
環実現）

①②
③

支援人材の一元管理（連携・共有
化等）の推進状況

各大学個
別での支援
人材登用・
育成

文理融合
研究を促
進するＵ
ＲＡ等の
増強戦略
の検討

ＵＲＡ等公
募・増員の
実施、三大
学での連携
スキームの構
築

ＵＲＡ等
連携によ
るプロジェ
クト発動

ＵＲＡ連
携によるプ
ロジェクト
の成果獲
得

ＵＲＡ伴
走支援に
よる国際
展開、社
会実装の
新たな展
開加速

三大学に
よるＵＲ
Ａ連携モ
デルの確
立（優秀
な人材の
安定確保
とキャリア
パス確
立）

アウトプット・アウトカム指標（ビジョン実現に向けた取組の進捗管理や、中間評価・最終評価を行うためのツールの1つ）



地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（ ）J-PEAKS ※本指標は令和６年11月時点のもの

アウトプット・アウトカム指標（ビジョン実現に向けた取組の進捗管理や、中間評価・最終評価を行うためのツールの1つ）

機能 アウトカム指標Ⓛ 申請時点 ５年後 10年後

① 科研費の新規採択率を全国平均より
15%上回る水準に増加させる 全国平均+5％ 全国平均+10％ 全国平均+15％

機能 アウトプット指標 申請時点 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 10年後

②③ 学際研究共創センター（TReND）の機
能強化

TReND
の機能強
化構想の
検討

TReND
に新たな2
部門を設
置し、教
員配置な
どの体制
を整備す
る

自然科学
系大学と
協働し、
人文社会
系大学の
文化に適
したURA
の1名雇
用

三大学の
協働で、
産学連携
の共同研
究事業を
新規開始

URAをさ
らに1名追
加雇用
（2名体
制完備）
し、新たな
プロジェク
トを発動

企業等と
の共同研
究で外部
資金を得
るスキーム
をTReND
内に確立

産学連携
のためのマ
インドセッ
トやノウハ
ウが全学
的に普及
する

②③ 西東京国際ネットワークシステムの構築・
運用の状況

各大学個
別による
産学連
携・海外
展開戦略
の実施

戦略立案
オフィスの
設立

研究シー
ズのパッ
ケージ化・
戦略的営
業開始

企業との
大型研究
加速

社会実装
化加速

海外展開
加速

システムの
成功（安
定稼働に
よる知と
人材と資
金の好循
環実現）

①②
③

支援人材の一元管理（連携・共有化
等）の推進状況

各大学個
別での支
援人材登
用・育成

文理融合
研究を促
進するＵ
ＲＡ等の
増強戦略
の検討

ＵＲＡ等
公募・増
員の実施、
三大学で
の連携ス
キームの
構築

ＵＲＡ等
連携によ
るプロジェ
クト発動

ＵＲＡ連
携によるプ
ロジェクト
の成果獲
得

ＵＲＡ伴
走支援に
よる国際
展開、社
会実装の
新たな展
開加速

三大学に
よるＵＲ
Ａ連携モ
デルの確
立（優秀
な人材の
安定確保
とキャリア
パス確
立）



地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（ ）J-PEAKS ※本指標は令和６年11月時点のもの

機能 アウトカム指標Ⓜ 申請時点 ５年後 10年後

①②
③

本学の研究成果に関する、もしくはそれを
活用したメディア出演および記事掲載数
を令和4年度比で40%以上増加させる

534件 640件 750件

機能 アウトプット指標 申請時
点 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 10年後

②③ 学際研究共創センター（TReND）の
機能強化

TReND
の機能
強化構
想の検
討

TReND
に新たな
2部門を
設置し、
教員配
置などの
体制を整
備する

自然科学系
大学と協働し、
人文社会系
大学の文化
に適したURA
の1名雇用

三大学の
協働で、
産学連
携の共同
研究事
業を新規
開始

URAをさ
らに1名追
加雇用
（2名体
制完備）
し、新たな
プロジェク
トを発動

企業等と
の共同研
究で外部
資金を得
るスキーム
をTReND
内に確立

産学連携
のためのマ
インドセッ
トやノウハ
ウが全学
的に普及
する

②③ 西東京国際ネットワークシステムの構築・
運用の状況

各大学
個別によ
る産学
連携・海
外展開
戦略の
実施

戦略立
案オフィス
の設立

研究シーズの
パッケージ化・
戦略的営業
開始

企業との
大型研
究加速

社会実装
化加速

海外展開
加速

システムの
成功（安
定稼働に
よる知と
人材と資
金の好循
環実現）

①②
③

支援人材の一元管理（連携・共有化
等）の推進状況

各大学
個別での
支援人
材登用・
育成

文理融
合研究を
促進する
ＵＲＡ
等の増強
戦略の検
討

ＵＲＡ等公
募・増員の実
施、三大学で
の連携スキー
ムの構築

ＵＲＡ
等連携に
よるプロ
ジェクト発
動

ＵＲＡ連
携によるプ
ロジェクト
の成果獲
得

ＵＲＡ伴
走支援に
よる国際
展開、社
会実装の
新たな展
開加速

三大学に
よるＵＲ
Ａ連携モ
デルの確
立（優秀
な人材の
安定確保
とキャリア
パス確
立）

アウトプット・アウトカム指標（ビジョン実現に向けた取組の進捗管理や、中間評価・最終評価を行うためのツールの1つ）



共通指標（各採択大学、事業推進委員会及び伴走チームの意識合わせのためのツールの1つ）

地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（ ）J-PEAKS

（強化を図る機能：①）
【共通指標区分：研究成果に関する指標】

【共通指標区分：外部からの資金獲得に関する指標】

定性的な指標 申請時点 ５年後 10年後

社会課題を解決するための事業開発体制の構築
先端産学連携研究推進
センター（URAC）による
研究者に対する個別研
究支援

三大学連携により構築し
た事業開発体が社会課
題を解決する好事例創
出

現在では予期できない社
会課題に対して、ソリュー
ションを提示し、それを実
行できる国立大学群の形
成

定量的な指標 申請時点 ５年後 10年後

民間企業等からの共同研究費受入額・事業収入額等
(令和4年度比） 10億円 15億円 21億円以上（210％

増）

定性的な指標 申請時点 ５年後 10年後

研究の先鋭化と多様な研究の促進
グローバルイノベーション研
究院(GIR）による国際
共同研究の促進とDT機
構による研究拠点形成

新しい重点研究領域の
形成と卓越した研究成果
の創出（例: WoS Q1
論文、高被引用論文）

社会課題を解決すること
を目指した文理協働研究
領域での卓越した研究成
果の創出（指標2-1と連
動）

定量的な指標 申請時点 ５年後 10年後

教員一人当たりQ1ジャーナル論文数（令和4年度比） 0.72報 1.1報以上 1.2報以上

※本指標は令和６年11月時点のもの



地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（ ）J-PEAKS

（強化を図る機能：②）
【共通指標区分：新しい価値の創造に関する指標】

【共通指標区分：社会実装に関する指標】

定性的な指標 申請時点 ５年後 10年後

西東京国際イノベーション共創拠点の構築と本事業との相
乗効果

施設整備事業の着工準
備

拠点での活動により収益
を拠点構築時から1.5倍
にする

拠点形成に拠出した自己
資金を回収し、新たな拠
点形成に着手する

定量的な指標 申請時点 ５年後 10年後

大学発スタートアップに対する民間からの投資の受け入れ
額 4.8億円 15億円 50億円

定性的な指標 申請時点 ５年後 10年後

新たなイノベーションを創出するための異なる専門分野や異
なる文化と融合した研究・事業開発の推進

新しい農工融合研究創
出のための学内制度
（TAMAGO制度など）

海外の研究機関・民間企
業等との異分野融合研
究・事業の推進

異分野・異文化融合の事
業開発による社会課題の
解決

定量的な指標 申請時点 ５年後 10年後

国際共同研究や海外事業における合計収入 0.4億円 0.8億円 1億円以上

【共通指標区分：国際的な活動に関する指標】

定性的な指標 申請時点 ５年後 10年後

国内外の産学連携研究拠点の形成状況 タイに海外拠点（リエゾン
オフィス）が1箇所

ビジネスとして安定させて
収益を得て、その資金で
他地域へ水平展開する

水平展開した地域に研究
拠点を増設する

定量的な指標 申請時点 ５年後 10年後

重点研究分野（食料、エネルギー、ライフサイエンス、環
境）に関する海外拠点および国内産学連携拠点数 1 3 5 （3拠点以上）

※本指標は令和６年11月時点のもの

共通指標（各採択大学、事業推進委員会及び伴走チームの意識合わせのためのツールの1つ）



地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（ ）J-PEAKS

（強化を図る機能：③）
【共通指標区分：地域課題解決に向けた取組に関する指標】

【共通指標区分：経済効果に関する指標】

定性的な指標 申請時点 ５年後 10年後

事業開発の経済効果を評価する体制構築の状況 学内事務組織による学術
研究成果の評価

国内外での主要（大
型）事業開発に対する
経済効果の評価体制の
構築

社会課題と経済効果から
バックキャストした事業開
発、国際共同研究の提
案

定量的な指標 申請時点 ５年後 10年後

地域の自治体、事業者、団体等との共同研究に係る事
業投資額 9.4億円 9.9億円 10.4億円

定性的な指標 申請時点 ５年後 10年後

国内外の地域自治体、事業者、団体等と社会課題を解
決するための持続発展的な交流機会構築の状況

国内の地域自治体との連
携の開始および社会課題
の認知・収集

国内外の地域自治体、
事業者等との持続的な連
携のための交流機会の増
加

国内外の地域自治体、
事業者等との持続的な連
携体制による社会課題の
解決

定量的な指標 申請時点 ５年後 10年後

地域自治体等との連携プロジェクト数 累計64件 累計80件 累計100件

※本指標は令和６年11月時点のもの

共通指標（各採択大学、事業推進委員会及び伴走チームの意識合わせのためのツールの1つ）


